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２．条件不利地域等における取組と人口の動向  

（地域活性化の取組では地元資源が有効活用） 

中山間地域などの条件不利地域等では人口の動向は更に厳しいものとなっているが（第

２－２－１図）5、はじめに、こうした条件不利地域等における地域活性化に向けた取組の

特徴を概観する。 

 

（注１）３大都市圏は埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、岐阜県、愛知県、三重県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、被災３

　　　　県は岩手県、宮城県、福島県。

（注２）過疎地域自立促進特別措置法第２条第１項又は第33条第１項に基づき、2014年４月１日現在で過疎地域とされる市町村

　　　（被災３件を除く地方の市町村（539団体））の合計。

（備考）総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」より作成。
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条件不利地域等における地域活性化の取組の好事例6をみると（第２－２－２図）、その

特徴として、まず、地元の資源、人材等が有効に活用されていることが挙げられる。農林

水産品などの地元産品の利用、加工、販売、地域の自然環境を活用した観光客の呼び込み、

町並みなど歴史文化的資源を活かしたイベントの開催等の例がみられる。また、地元の企

業経営者、農業者、自治会等が活性化に向けた取組を主導し、観光ガイドや農業体験にお

ける指導など地元住民が積極的に活動へ参加している場合も多くみられる。こうした地域

の特徴ある資源、人材等を活かした取組の結果、その地域特有の魅力的なモノ、サービス

などが生み出されているものと考えられる。 

 

                                                  
5 ３大都市圏、被災３県を除く地域で、過疎地域自立促進特別措置法第２条第１項又は第 33 条第１項に基づき、

2014 年４月１日現在で過疎地域とされる 539 市町村のうち、2010 年４月から 2013 年３月までの３年間に人口が

増加している団体は８町村（ニセコ町、売木村、江北町、木城町、十島村、渡嘉敷村、北大東村、竹富町）とな

っている（これらの団体の人口動向については後述）。 
6 ここでは、2011 年度～13年度「地域づくり総務大臣表彰」受賞事例、「選択する未来」委員会地域の未来ワー

キング・グループ報告書（平成 26年 10月）参考資料②に掲げられている事例等を対象とした。地域活性化の取

組は、その目的や手法等が様々であり、好事例の要因分析には様々な視点がありうることには留意が必要。 

第２－２－１図 過疎地域の人口増減 
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○インターネットを通じた特産品等の販売、観光情報等の発信
○ＳＮＳ等を活用した地域における取組情報等の発信
○移住に関する手続き、移住者の体験、空き家情報等の提供

 取組を推進する外部人材、リーダー等
○都市等で経験を積んだ移住者等の活用（地域外から移住した若者、経営ノウハウ等を
有する人材、海外で技術等を身につけた自営業者 等）

○外部のデザイナー等のアイデア等の活用

 取組に資する技術、知恵等の導入、取組に賛同する外部サポーター
○食品の鮮度保持等の技術の導入
○都市における商品ニーズ等の情報
○企業や大学等との連携
○施設管理等に民間のノウハウ、資金の活用
○地域外のサポーターの協力、地域外のボランティア、消費者等との交流

○近隣市町村等が連携した自然環境の保全、観光振興、観光ルート開発 等
○定住自立圏内の市町村における連携の強化
○近隣市町村等が連携した高齢者の見守り、商店街の活性化 等
○第三セクター方式を活用した観光振興、まちづくり 等
○複数の自治体に拠点を置き活性化の取組を支援するＮＰＯ

 地域における雇用の創出
○地域の住民、高齢者等の雇用確保
○若年層の流入・定着

 行政に頼らない仕組みの構築等
○ボランティアによる高齢者送迎、安否確認等、住民による支え合い促進
○ＮＰＯ等によるコミュニティバス等の運営
○地域の高齢者等の健康増進、医療費の抑制等
○活性化の取組の代表者等による行政・民間団体・企業等の連携機能

○公共施設の管理運営の民間委託、民間の知恵やノウハウの導入

 全国の人を引きつけるモノ・サービス等
○全国的なブランド展開（産地直送、地域食材を使用した商品 等）
○現地で生産・販売されるモノ・サービス（直売所、道の駅、生産・加工・販売の一体
化等）
○魅力ある取組（リサイクル、環境保全、自然エネルギー活用、障害者支援 等）

 全国の人が行ってみたいと感じる場
○交流人口の拡大（体験型観光、エコツアー等の実施、芸術祭、イベント等の開催、
宿泊・飲食施設等の整備 等）
○ＵＩＪターン、移住者の受け入れ増加、地域での就農、起業の拡大
○小中学生の山村留学、地元高校への生徒呼び込み
○定住や地方での就職に向けたインターンシップ 等
○都会と田舎の二地域居住（週末住宅 等）

第２－２－２図 地域の活性化に向けた取組の特徴

 地元の産品等の活用
○地元の産品の活用（農産品、果物、水産品、料理 等）
○地元の既存産業の活性化（農産物加工、水産物加工、製材 等）

 地元の自然環境や施設等の活用
○地元の地理、地形、自然の活用（里山、水源地、雪、山岳、旧道・自然道 等）
○商店街活性化、ＩＴ環境の活用、公共施設等の活用
○耕作放棄地の再生利用、空き家、空き店舗、廃校舎等の再生、活用

 歴史文化資源等の活用
○地元の歴史文化資源等の活用（歴史的町並み、古民家 等）
○伝統行事の復活・継承、伝統的な生活文化、伝統工芸の活用

 地元住民等の参加協力
○地元企業、農業者、自治会等の主体的な取組の推進、地元住民のイベント等への
参加・協力
○高齢者、地元案内人等の観光活動等への参画
○地元農家による農業生産の工夫（減農薬栽培、有機栽培 等） ２．雇用創出、行政に頼らない仕組みの構築等

３．行政単位に捉われない取組

１．個性あるモノ・サービス等の創造１．地元の資源、人材等の活用

２．外部の人材、技術、知恵等の活用

（備考）2011～13年度「地域づくり総務大臣表彰」受賞事例、経済財政諮問会議「選択する未来」委員会地域の未来ワーキング・グループ報告書（平成26年10月）参考資料②に掲げられている事例等から内閣
府で作成。地域活性化の取組は、その目的や手法等が様々であり、好事例の要因分析には様々な視点が考えられることには留意が必要。

３．地域の取組に関する情報発信

 

 

（地元資源のほか外部の人材、技術、知恵等が重要な役割） 

また、地域活性化の取組においては、地元の資源の活用に加え、外部の人材、技術、知

恵等が重要な役割を果たしている場合が多くみられる。 

都市部でサラリーマン等として経験を積んだ者が地方に移住し、これまでの経験から得

たノウハウを活用して開始した事業や、外部のデザイナー等のアイデアを取り入れた取組

等が良好な成果を上げている場合がみられる。地域外の者を主な構成員とする特定非営利

活動法人が、地域の行事等の保存を支援するといった取組もみられる。また、一次産品の

需要先拡大等をねらった鮮度保持技術の導入、大学、企業等との連携、地域の施設の管理

運営を特定非営利活動法人へ委託することなどにより、外部の技術やノウハウ等を取り入

れた取組もみられる。 

 

 

 

 

 

 

第２－２－２図 地域の活性化に向けた取組の特徴 
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（地域外の需要の創出、地方への人の流れを作るための情報発信が重要） 

活性化の取組が更に成果を上げていくためには、上記のような取組から生み出された魅

力あるモノ、サービス等に対する地域外の需要を創出し、交流人口を拡大していくことが

重要となる。地方への移住促進についても、地域外の者の関心を喚起し、潜在的な移住希

望を実現させていくことが重要である。 

こうした観点から、各地域においては、地域の特産品、観光、文化等に関する情報の発

信、移住を検討している者に対する情報提供等を積極的に進めていくことが重要と考えら

れる。活性化の取組の好事例においても、インターネットを通じた特産品の全国販売、観

光情報等の提供、移住者の体験等、移住に関する情報の提供等の例がみられるほか、ＳＮ

Ｓ（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）を活用して取組の状況等を外部に積極的

に発信している例がみられる。 

 

（それぞれの地域が個性を活かした取組を進めることが重要） 

地域の取組の概要をまとめてみると、まず、好事例とされる地域の取組がその地域外の

多くの人々を引き付ける要因として、その地域が有する個性ある資源、人材等が活用され

ていることがあると考えられる。こうした地域の資源等が、移住者等の地域外の人材の新

しい視点、地域外からの技術や知恵の導入等により、魅力的な商品、観光対象等となり、

インターネット等を通じて情報発信されることで、地域外の需要が創出され、地方への人

の流れが作られている場合が多くなっているものとみられる。なお、活用される資源等は

地域により様々であり、各地域は、自らの有する個性ある資源等を見い出し、それを活用

し創意工夫していくことが重要であると考えられる。 

 

（活性化の取組を進める団体の中には人口減少に歯止めがかかっているものがみられる） 

活性化の取組と人口動向の関係を、活性化の取組を進める地方の22町村7の人口の動きを

例にみると（第２－２－３図）、取組を進める町村の中には、足元、人口が増加し、また

は人口減少幅が縮小している町村がみられる。 

こうした人口動向に改善のみられる町村8について、自然増減（出生者数－死亡者数）と

社会増減（転入者数等－転出者数等）に分けて人口の動きをみると（第２－２－４図）、

社会増減率の改善が、全体の人口増減率の改善に寄与する一方、自然増減率はマイナス幅

を拡大させている。また、地方の過疎地域（被災３県を除く）において、足元、人口が増

                                                  
7 ここでは、2011 年度～13年度「地域づくり総務大臣表彰」大賞、優秀賞及び団体表彰受賞者の所属町村、同地

方自治体表彰の受賞町村、「選択する未来」委員会地域の未来ワーキング・グループ報告書（平成 26年 10 月）参

考資料②に事例の掲げられている町村（３大都市圏、被災３県の町村を除く 22町村）の人口動向をみた。 
8 上記 22 町村のうち 2005－06 年度比で足元（10－12 年度）の人口増減率が改善している 14町村（小値賀町、北

相木村、西目屋村、神山町、大宜味村、泰阜村、上島町、津南町、ニセコ町、那賀町、阿見町、海士町、中土佐

町、勝浦町）。 
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加した町村9について、同様に自然増減と社会増減に分けて人口の動きをみても、社会増減

率がプラスとなることが人口増加につながっている。 
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海士町 中土佐町 地方の町村の平均 22町村の平均

（人口増減率（年率）、％）

（備考）１．総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」より作成。

２．2011年度～13年度「地域づくり総務大臣表彰」大賞、優秀賞及び団体表彰受賞者の所属町村、同地方自治体表彰の受賞町村、

「選択する未来」委員会地域の未来ワーキング・グループ報告書（平成26年10月）参考資料②に事例の掲げられている町村
（３大都市圏、被災３県を除く22町村）のうち、2005－06年度比で足元（10－12年度）の人口増減率が改善する町村の一部から作図。

地方の町村の平均は、地方の町村（被災３県を除く）の人口増減率の単純平均、 22町村の平均は上記22町村の人口増減率の単純平均。 
 

（注１）2011年度～13年度「地域づくり総務大臣表彰」大賞、優秀賞及び団体表彰受賞者の所属町村、同地方自治体表彰の

　　　　受賞町村、「選択する未来」委員会地域の未来ワーキング・グループ報告書（平成26年10月）参考資料②に事例の

        掲げられている町村（３大都市圏、被災３件を除く22町村）のうち、2005－06年度比で足元（10－12年度）の人口

　　　　増減率が改善する14町村（個別の町村名は本文脚注８参照）

（注２）過疎地域自立促進特別措置法第２条第１項又は第33条第１項に基づき、2014年４月１日現在で過疎地域とされる

        市町村（３大都市圏、被災３件を除く）のうち、足元（10－12年度）の人口が増加する８町村（個別の町村名は

        本文脚注５参照）

（備考）１．総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」より作成。

　　　　２．各町村の自然増減率、社会増減率、人口増減率の単純平均（年率）。
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9 前出脚注５に掲げた８町村。 

第２－２－３図 活性化の取組を進める地方の町村の人口動向 

（人口動向が改善する団体の例） 

第２－２－４図 条件不利地域等において人口動向に改善のみられる町村の自然増減と社会増減 
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また、これらの町村における取組事例等をみると、観光資源等を活用して交流人口を拡

大させ、雇用を創出するとともに都市部からの移住者が増加した事例（ニセコ町、小値賀

町等）、地元の一次産品を基に商品開発、加工、販売を行い、雇用創出等を図った事例（海

士町、中土佐町等）、優良なＩＣＴ（インフォメーション・アンド・コミニュケーション・

テクノロジー）インフラの下、豊かな自然の中で働ける環境を整備し、事業所誘致を進め

移住者が増加した事例（神山町）、山村留学や高校の魅力化などにより地域外から児童、

生徒を呼び込み交流人口や移住者が増加した事例（北相木村、海士町等）などがみられる。

また、過疎地域において足元の人口が増加した町村においては、就業者に占める宿泊業、

飲食サービス業の比率が高く観光業が主要な産業となっているとみられる町村が多くな

っている（ニセコ町、竹富町等）。 

このように、条件不利地域等において人口動向が改善した団体では、観光振興や一次産

品の加工販売など、地域の自然環境等を活かした取組を進め、これによる交流人口の拡大

や地域雇用の創出等を通じ、移住者の増加など人口の社会増減率の改善がみられた場合が

多くなっている。 
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（コラム６ 高等学校、大学の所在と人口動向） 

地方の市町村（被災３県を除く）の高等学校、大学の所在と若年層の人口構成比率をみ

ると（第２－２－５図）、高等学校、大学のない市町村では、15～19歳の人口構成比率が

地方の平均値よりも低くなり、20歳代、30歳代においては平均値からのかい離が大きくな

る。また、高等学校はあるが大学のない市町村においても、15～19歳の人口構成比率が平

均値よりも低くなり、20～24歳でそのかい離が拡大し、20歳代、30歳代においても、平均

値からのマイナスをほぼ維持する。こうした市町村では、高等学校や大学への進学を機に

若年層が流出し、その後、流出した人口が戻っていないことがうかがえる。 

一方、高等学校、大学のある市町村では、15～24歳の人口構成比率は地方の平均値より

高くなっているが、このうち、産業集積等10のみられない市町村では、20歳代後半から30

歳代において、人口構成比率が平均値よりも低くなっていく。産業集積等のみられない市

町村では、就職等を機に若年層の人口流出が生じているものとみられる。高等学校、大学

の所在は、若年層の人口維持に一定の効果があるとみられるが、子育て世代の人口を定着

させていくためには、産業等の集積を背景とした良好な雇用環境が重要と考えられる。 

 

第２－２－５図　高等学校、大学の所在と年齢別人口構成比率

（備考）高等学校の有無は総務省統計局「統計でみる市区町村のすがた2014」より作成。

　　　大学の有無は文部科学省資料より内閣府で集計。大学の所在地は大学本部の所在地とした。

　　　人口構成比率は総務省「平成22年国勢調査」より作成。
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10製造品出荷額等（総務省・経済産業省「平成 24年経済センサス‐活動調査 製造業（市区町村編)」）、従業員一

人当たり製造品出荷額等（同）、小売販売額(総務省・経済産業省「平成 24年経済センサス‐活動調査 卸売業、

小売業産業編（市区町村表）」）、従業員一人当たり小売販売額（同）のうち１つ以上が被災３県を除く地方の市町

村の平均値から１標準偏差以上高い市町村を産業集積等のある（みられる）市町村とした。 

第２－２－５図 高等学校、大学の所在と年齢別人口構成比率 


